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平成２９年度事業計画 

 

Ⅰ 事業方針 

 

  人々のたすけあい精神に支えられた共同募金運動は、昭和２２年に「国民たすけあい運

動」として始まって以来赤い羽根募金として広く定着し、昨年度は共同募金運動７０周年

を迎えました。本県においても昭和２３年からこの共同募金運動が始まり、これまでに県

民から寄せられた寄付金は、本県の民間社会福祉事業の発展に大きく寄与してきたところ

です。 

  しかし、この間、募金方法や助成内容が固定化し、課題解決のための募金運動としての

意識が薄れ、今日の低成長経済の長期化、少子高齢化、過疎化の進展などの諸要因とも相

まって、本会のみならず全国的に募金額の減少が続いています。 

  平成２８年２月、中央共同募金会の企画・推進委員会から、赤い羽根共同募金運動７０

周年の節目を期して、「参加と協働による『新たなたすけあい』の創造」と題する答申（「７

０年答申」）が出されましたが、これは、平成１９年答申（「６０年答申」）に基づく共同

募金改革の延長線上にあるもので、本会においても現状を直視し、共同募金運動の再生に

努めていく必要があります。 

  このため、共同募金の実態が寄付者から見えにくくなっているという課題の改善に努め

るとともに、「じぶんの町を良くするしくみ。」という、募金と助成がうまく循環する共同

募金のしくみづくりを目指し、本年度は次の方針に沿って活動を展開します。 

 

１ ７０年答申及び推進方策に基づく対応として、共同募金委員会の設置推進や県共同募

金会のニーズキャッチの機能強化に努める。 

 ２ 平成２７年度から取り組んでいるテーマ型募金「こどもすこやか募金」については、  

  今年度で当初の目安としていた３年目を迎えることから、県民に対し、目的・対象事業・

使途を明確にした募金の取り組みの進め方について検証を加えテーマ型募金の継続を

図る。 

   また、募金機能付き自動販売機による募金協力や募金箱の設置などについて、その設

置の拡大を図る。 

 ３ 関係機関等と連携して、助成金の使途の透明性の向上を図る。 

４ 地域福祉の推進に取り組む団体の掘り起こしを進めるとともに、寄付金が活かされる

助成メニューづくりに努める。 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ 事業計画 

 

１ 会の運営 

 （１）法人の適正な運営 

    本会の適切な管理運営を確保するため、新定款及び諸規程に基づき、理事会、評議

員会、配分委員会等を開催するとともに、経理・出納等の適切かつ迅速な事務処理に

努めます。     

    また、事業運営の透明性を推進するため、ホームページなどにおける情報の公開と

個人情報の適正な管理・運用を行います。 

理事会           ４回     評議員会        ３回  

監査            １回  配分委員会       ３回 

評議員選任・解任委員会   随時 顕彰委員会       １回  

中央競馬馬主社会福祉財団助成事業推進委員会           １回 

（２）事務事業合理化の推進 

    事務事業の円滑かつ効果的な運営を図るため、事務事業の合理化に努め経費の節減

に努めます。 

    また、本会ホームページについて、見やすさや情報発信の観点から全面的な見直し

を行います。 

 

２ 活力ある募金運動 

    共同募金運動の社会的意義を再確認しながら、募金が地域福祉の推進に果たしてい

る役割の大切さの情報発信に努め、募金運動に携わる多くの募金ボランティアの方々

の活動しやすい環境を整えることに努めながら、次により運動を進めます。 

 （１）助成計画の作成及び募金目標額の設定 

    共同募金は、地域の福祉ニーズに応えるために必要な資金需要を積み上げた助成計

画を策定し、それに基づく募金目標額により寄付を集める「計画募金」です。このた

め、様々な地域課題の解決に向けた福祉事業や福祉活動を積極的に把握し、助成計画

の作成や目標額の設定に反映することに努めます。なお、地域目標額（Ｂ募金）及び

地域歳末（Ｃ募金）については、市町村共同募金委員会（支会）において設定します。  

 （２）共同募金運動への市民参加の促進 

    助成申請に係るプレゼンテーションや助成伝達式などに市民の参加をいただき、市 

   民が共感する助成計画作りや、市民と事業者が一体となった「じぶんの町を良くする」

地域社会づくりの機運を高めます。 

 （３）募金活動の展開 

    市民、募金ボランティア、関係機関（団体）等の協力を得て、各種募金方法により、

工夫を凝らした募金活動を実施します。 

    また、年間を通した募金を得るため、募金機能付き自動販売機や募金箱の設置先の

開拓を積極的に行うとともに、募金機能付き自動販売機については、その取扱いを適 

 



 

   切に行うための手引き等を作成します。 

 （４）テーマ型募金「こどもすこやか募金」の推進 

    平成２７年度にスタートした「こどもすこやか募金」については、具体的な課題解

決に向けた募金運動を展開することで、新しい寄付者層の開拓を目指し、通常の運動

期間を拡大して１月から３月にかけて実施します。 

    また、今年度で３年目を迎えることから、現在テーマ型募金に取り組んでいる３団

体と、今後の運動の在り方等について検討していきます。 

 

３ 助成事業の適正化 

 （１）助成 

    助成計画に基づき、地域に暮らす人たちが自ら地域課題の解決に向けて取り組む活

動を支援するため、次のとおり助成活動を適切に行います。 

    なお、地域福祉特別助成については、災害等準備金の取崩し金を財源として行って

いるものですが、平成２７年の「関東・東北豪雨災害」、平成２８年の「熊本地震」

への拠出に伴い、２９年度は実施を見合わせることとしました。 

一般募金助成  

  

社会福祉協議会、社会福祉施設、社会福祉団体等が実施

する「様々な課題解決のための事業」に助成します。 

地域歳末たすけあい 

助成 

市町村社会福祉協議会が実施する「見舞金贈呈」やおせ

ち配布など「歳末時期の支援事業」に助成します。  

ＮＨＫ歳末たすけあい 

助成 

社会福祉施設、団体等が実施する「年末年始の施設利用

者支援活動」や「進学等自立支援」に助成します。 

 

 （２）調査及び検査 

    助成申請内容、活動状況等を把握するため、配分委員と事務局による実地調査を行

い、助成事業の実施状況、その成果等を確認します。 

    また、助成金の使途について、事業完了後速やかにその報告を求めるとともに、報

告内容についての検査を行います。 

 

 （３）配分等取扱要領等の見直し 

    共同募金の助成については、社会情勢が大きく変化する中で、その助成方針、助成

方法等について様々な課題が生じています。そのため、公正で効果的な助成を行うた

め課題の整理を行い、配分等取扱要領等の見直しを続けていきます。 

 

４ 広報活動の推進 

    県民の信頼と共感が得られる共同募金運動となるよう、関係機関や団体の協力を得

ながら、市民に理解と共感を得られるよう年間を通して広報活動を展開します。 

 （１）共同募金運動の趣旨を周知するため、啓発用リーフレットを作成し、各家庭や学校 

等に配布する。 

 

 



 

 （２）共同募金運動の実施計画や結果などについて広く周知するとともに、新聞、テレビ、 

ラジオ等報道機関に対し適宜資料を提供し広報に努める。 

 （３）寄付金の使途の周知のために助成を受けた福祉団体、福祉施設等の自発的な広報に 

ついて協力を求める。 

 （４）全国共通システム「はねっと」による情報提供に加え、本会ホームページの充実を 

図り関係団体のホームページとのネットワーク化を進める。 

 （５）街頭募金やイベント会場において共同募金啓発資材を活用し、共同募金運動の理解 

促進に努める。 

 （６）税制における寄付金控除や損金算入制度の周知に努め、法人及び個人の寄付の増加 

を図っていく。 

 （７）募金機能付き自動販売機の設置を促進し、自販機告知パネルを通して周知を図る。 

 

５ 災害への対応 

 （１）災害義援金の募集及び緊急配分積立金の運営 

   災害救助法が適用となる大規模災害が発生した場合には、関係機関と連携し、義援

金の募集及び被災地への送金を行います。 

   また、本県において義援金が募集されない災害などにより、緊急に支援を必要とす

る事態が発生した場合は、緊急配分金取扱要領に基づく支援を行います。 

（２）災害等準備金 

   大規模災害の発生に伴うボランティア活動や活動拠点の立ち上げなどを支援する

ために、社会福祉法の規定に基づき災害等準備金を適正に積み立てます。 

   また、これに該当する大規模災害が発生した場合には、速やかにこの準備金の有効

活用を図ります。 

 

６ 市町村共同募金委員会（支会）に対する支援の充実 

    市町村共同募金委員会（支会）における共同募金運動の円滑な実施・推進を図るた

め次のような支援を行います。 

会議の開催 事務局長連絡会議（３回）、新任事務局長・担当者研修

会（１回）、担当者研究協議会（２回） 等 

全国先進事例の紹介 全国の共同募金運動の先進事例に関する情報収集を

行い、その情報を市町村に提供する。 

各種研修会等への派遣 中央共同募金会主催の各種研修会等に職員を積極的

に派遣し、職員の資質向上に努める。 

訪問指導 市町村共同募金委員会（支会）を訪問し、課題や問題

点及びその解決策等についての意見交換を行う。 

７０年答申に係る支援 中央共同募金会において示された７０年答申の推進

方策について、その取り組みを円滑に行うために必要

な支援を行う。 

 



 

 

 

７ 顕彰 

    本会顕彰規程により、募金ボランティア及び寄付者に対し、表彰状又は感謝状の贈

呈を行います。 

また、茨城県知事表彰及び中央共同募金会会長表彰・感謝及び厚生労働大臣表彰・

感謝候補者の推薦を行います。 

 

８ 受配者指定寄付の対応 

    社会福祉事業及び更生保護事業を目的とする施設など、受配者を指定した寄付を行

う受配者指定寄付について、厚生労働省の取扱基準や中央共同募金会作成の手引書に

基づき適正に対応します。    

 

９ 民間社会福祉資金等との調整 

    中央競馬馬主社会福祉財団の助成について、候補事業の審査を行うとともに、推薦

等に関する調整及び申請者への事務指導を行います。 

     



 
 

Ⅲ 平成２９年度 月別行事予定表 

月 主 た る 行 事  開催予定地 

４ 

共同募金優秀支会顕彰式・共同募金助成伝達式          （６日） 

共同募金委員会事務局長連絡会議及び新任事務局長・担当職員研修会（１４日） 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会職員研修会             （２７～２８日） 東京都 

５ 

中央共同募金会経理指導（自体監査）              （２日） 

監査（監事監査）                      （１１日） 

理事会                           （２６日） 

第１回テーマ型募金プロジェクト会議（平成28年度実施報告・反省）（中旬） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

６ 

平成２９年度共同募金助成申請施設・団体ヒアリング及びプレゼンテーション 

（１３～１６日） 

評議員会                           （中旬） 

理事会（会長選任）                      （中旬） 

第１回配分委員会                       （下旬） 

水戸市 

 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

関東ブロック都県共同募金会職員研究協議会           （未定） 

中央共同募金会第２２９回理事会                （５日） 

中央共同募金会１８５回評議員会・第２３０回理事会      （２２日） 

東京都 

東京都 

東京都 

７ 

（公財）中央競馬馬主社会福祉財団助成事業推薦委員会       （上旬） 

第２回配分委員会（助成計画・募金目標額）           （中旬） 

理事会                             （中旬） 

共同募金委員会事務局長連絡会議                 （下旬） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会常務理事・事務局長会議         （５～６日） 

第８回赤い羽根全国ミーティングin東京（仮称）     （１３～１４日） 

東京都 

東京都 

８ 

評議員会                           （４日） 

顕彰委員会                           （中旬） 

第２回テーマ型募金プロジェクト会議（募金方法調整）      （中旬） 

共同募金資材発送（共同募金委員会納品）          （中旬予定） 

共同募金委員会担当職員研究協議会               （３０日） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

（県内） 

水戸市 

９ 
県内各所，各機関への共同募金運動協力依頼 県 内 

北関東３県共同募金会連絡会議 群馬県 

１０ 
第７０回共同募金運動開始（全国は７１回）  （～３月） 

社会福祉協議会訪問調査 

県 内 

県 内 

１１ 

第６７回茨城県社会福祉大会（常総市）             （８日） 

平成２７年度共同募金助成（設備整備）訪問調査         （中旬） 

社会福祉協議会訪問調査 

常総市 

県 内 

県 内 

全国社会福祉大会                       （２２日） 東京都 

１２ 

歳末たすけあい運動開始 

（地域歳末たすけあい ３１日まで・NHK 歳末たすけあい ２５日まで） 

社会福祉協議会訪問調査 

 

県 内 

県 内 



 
 

月 主 た る 行 事  開催予定地 

１ 
テーマ型共同募金『赤い羽根「こどもすこやか募金」』の実施（～３月） 

平成２７年度共同募金助成（運営費）訪問調査          （下旬） 

県 内 

県 内 

２ 

平成２９年度共同募金運動報告会                （上旬） 

第３回配分委員会                       （下旬） 

共同募金委員会事務局長連絡会議          （下旬又は３月上旬） 

水戸市 

水戸市 

水戸市 

都道府県共同募金会常務理事・事務局長会議           （９日） 

中央共同募金会第２３１回理事会                 （２７日） 

東京都 

東京都 

３ 

理事会                            （中旬） 

評議員会                           （下旬） 

水戸市 

水戸市 

中央共同募金会第１８６回評議員会               （８日） 東京都 

 



本部
サービス区分

寄付金
サービス区分

災害等準備金
サービス区分

災害たすけあい
義援金

サービス区分

本会・支会 本会・支会 本会のみ 本会・支会

収入の部 （単位：千円）

収支区分
前年度

当初予算 当初予算 増　　減

事業活動 954,817 576,944 △ 377,873

その他の活動 124,937 121,512 △ 3,425

内部取引消去
（サービス区分間

繰入金収入）
△ 81,759 △ 73,716 8,043

合計 997,995 624,740 △ 373,255
事業活動 579 538 △ 41

その他の活動 105,437 104,012 △ 1,425

小計 106,016 104,550 △ 1,466
事業活動 949,745 569,016 △ 380,729

その他の活動 500 500 0

小計 950,245 569,516 △ 380,729
その他の活動 19,000 17,000 △ 2,000

小計 19,000 17,000 △ 2,000
事業活動 4,493 7,390 2,897

小計 4,493 7,390 2,897

支出の部

収支区分
前年度

当初予算 当初予算 増　　減

事業活動 954,014 579,932 △ 374,082

その他の活動 125,670 117,652 △ 8,018

内部取引消去
（サービス区分間

繰入金支出）
△ 81,759 △ 73,716 8,043

予備費 100 50 △ 50

合計 998,025 623,918 △ 374,107
事業活動 67,230 66,699 △ 531

その他の活動 43,911 43,936 25

予備費 100 50 △ 50

小計 111,241 110,685 △ 556
事業活動 878,791 499,217 △ 379,574

その他の活動 81,759 73,716 △ 8,043

小計 960,550 572,933 △ 387,617
事業活動 3,500 6,626 3,126

小計 3,500 6,626 3,126
事業活動 4,493 7,390 2,897

小計 4,493 7,390 2,897

54,303 62,055 7,752

54,273 62,877 8,604

※

平成29年度会計　資金収支予算
サービス区分別収支一覧表

共同募金会会計（法人全体）

社会福祉事業区分

法人全体・
社会福祉事業区分

1 本部サービス区分

2
寄付金

サービス区分

3
災害等準備金
サービス区分

4
災害たすけあい

義援金
サービス区分

法人全体・
社会福祉事業区分

1 本部サービス区分

前期末支払資金残高

当期末支払資金残高

新会計基準により，社会福祉事業区分におけるサービス区分間の繰入れ・繰出しが内部取引として相殺消
去されるため，合計から差し引いております。

2
寄付金

サービス区分

3
災害等準備金
サービス区分

4
災害たすけあい

義援金
サービス区分



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 650,131 567,000 △ 83,131
共同募金以外寄付金収入 299,879 2,291 △ 297,588
災害義援金収入 4,212 7,109 2,897
経常経費補助金収入 347 312 △ 35
事業収入 196 200 4
受取利息配当金収入 32 11 △ 21
その他の収入 20 21 1

954,817 576,944 △ 377,873
人件費支出 31,220 32,209 989
事業費支出 29,219 28,224 △ 995
事務費支出 4,192 3,745 △ 447
共同募金配分金支出 581,291 498,613 △ 82,678
共同募金以外寄付金配分金支出 297,281 2,281 △ 295,000
緊急配分金支出 500 500 0
災害義援金支出 4,212 7,109 2,897
災害等準備金配分金支出 3,500 4,730 1,230
分担金支出 2,599 2,521 △ 78

954,014 579,932 △ 374,082
803 △ 2,988 △ 3,791

0 0 0
0 0 0
0 0 0

積立資産取崩収入 43,178 47,796 4,618
43,178 47,796 4,618

積立資産支出 42,678 42,678 0
その他の活動による支出 1,233 1,258 25

43,911 43,936 25
△ 733 3,860 4,593

100 50
△ 30 822 852

　　前期末支払資金残高（１２） 54,303 62,055 7,752
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２） 54,273 62,877 8,604

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考

△ 50

平成２９年度会計　法人全体　資金収支予算

（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）
 

そ
の
他
の
活
動
に
よ

る
収
支

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

その他の活動収入計（７）

その他の活動支出計（８）

収入

支出

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）-（８）
予備費支出（10）



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 650,131 567,000 △ 83,131
一般募金収入 447,570 384,600 △ 62,970

法人募金以外の収入 401,123 343,800 △ 57,323
法人募金の収入 46,447 40,800 △ 5,647

地域歳末たすけあい募金収入 191,654 173,500 △ 18,154
法人募金以外の収入 187,821 171,800 △ 16,021
法人募金の収入 3,833 1,700 △ 2,133

NHK歳末たすけあい募金収入 10,907 8,900 △ 2,007
法人募金以外の収入 10,580 7,900 △ 2,680
法人募金の収入 327 1,000 673

共同募金以外寄付金収入 299,879 2,291 △ 297,588
特定・指定寄付金収入 299,538 1,950 △ 297,588
その他の寄付金収入 341 341 0

災害義援金収入 4,212 7,109 2,897
受入災害義援金収入 4,132 4,132 0
他県受入災害義援金収入 80 2,977 2,897

経常経費補助金収入 347 312 △ 35
経常経費補助金収入 347 312 △ 35

県補助金収入 347 312 △ 35
事業収入 196 200 4

受託金収入 196 200 4
受取利息配当金収入 32 11 △ 21
その他の収入 20 21 1

雑収入 20 21 1
雑収入 20 21 1

954,817 576,944 △ 377,873
人件費支出 31,220 32,209 989

職員給料支出 20,340 20,972 632
職員賞与支出 6,337 6,617 280
非常勤職員給与支出 86 86 0
法定福利費支出 4,457 4,534 77

事業費支出 29,219 28,224 △ 995
旅費交通費支出 2,564 1,816 △ 748
消耗器具備品費支出 1,861 1,855 △ 6
印刷製本費支出 4,300 3,967 △ 333
通信運搬費支出 3,629 3,434 △ 195
会議費支出 863 830 △ 33
広報費支出 13,138 12,946 △ 192
手数料支出 1,425 2,139 714
保険料支出 73 58 △ 15
賃借料支出 586 508 △ 78
車輌費支出 710 603 △ 107
雑支出 70 68 △ 2

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考

平成２９年度会計　社会福祉事業区分　資金収支予算
（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出



勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考

事務費支出 4,192 3,745 △ 447
福利厚生費支出 122 122 0
旅費交通費支出 1,164 919 △ 245
研修研究費支出 63 35 △ 28
事務消耗品費支出 162 147 △ 15
印刷製本費支出 401 294 △ 107
水道光熱費支出 272 255 △ 17
通信運搬費支出 70 70 0
会議費支出 66 19 △ 47
手数料支出 287 290 3
保険料支出 95 95 0
賃借料支出 1,337 1,346 9
租税公課支出 6 6 0
渉外費支出 70 70 0
諸会費支出 4 4 0
雑支出 73 73 0

共同募金配分金支出 581,291 498,613 △ 82,678
一般募金配分金支出 369,077 314,866 △ 54,211
地域歳末たすけあい配分金支出 201,952 173,500 △ 28,452

地域歳末たすけあい配分金支出 201,952 173,500 △ 28,452
NHK歳末たすけあい配分金支出 10,262 10,247 △ 15

共同募金以外寄付金配分金支出 297,281 2,281 △ 295,000
特定・指定寄付金配分金支出 296,950 1,950 △ 295,000
その他の寄付金配分金支出 331 331 0

緊急配分金支出 500 500 0
災害義援金支出 4,212 7,109 2,897

災害義援金配分金支出 4,132 4,132 0
他県災害義援金送付金支出 80 2,977 2,897

災害等準備金配分金支出 3,500 4,730 1,230
区域内配分金支出 3,000 3,000 0
区域外配分金支出 500 1,730 1,230

分担金支出 2,599 2,521 △ 78
分担金支出 2,599 2,521 △ 78

中央分担金支出 2,521 2,521 0
中央審査分担金支出 78 0 △ 78

954,014 579,932 △ 374,082
803 △ 2,988 △ 3,791

0 0 0
0 0 0
0 0 0

積立資産取崩収入 43,178 47,796 4,618
運動準備積立資産取崩収入 42,678 42,678 0
緊急配分金積立資産取崩収入 500 500 0
運営安定資金積立資産取崩収入 0 4,618 4,618

43,178 47,796 4,618
積立資産支出 42,678 42,678 0

運動準備積立資産支出 42,678 42,678 0
その他の活動による支出 1,233 1,258 25

退職手当積立基金預け金支出 1,233 1,258 25
43,911 43,936 25
△ 733 3,860 4,593

100 50
△ 30 822 852

54,303 62,055 7,752
54,273 62,877 8,604

△ 50

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

事業活動支出計（２）

予備費支出（１０）

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）
施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）

当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

その他の活動収入計（７）

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

収
入



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

経常経費補助金収入 347 312 △ 35
経常経費補助金収入 347 312 △ 35

県補助金収入 347 312 △ 35
事業収入 196 200 4

受託金収入 196 200 4
受取利息配当金収入 16 5 △ 11
その他の収入 20 21 1

雑収入 20 21 1
雑収入 20 21 1

579 538 △ 41
人件費支出 31,220 32,209 989

職員給料支出 20,340 20,972 632
職員賞与支出 6,337 6,617 280
非常勤職員給与支出 86 86 0
法定福利費支出 4,457 4,534 77

事業費支出 29,219 28,224 △ 995 事業費支出の主なもの
旅費交通費支出 2,564 1,816 △ 748 広報資材購入・印刷費 7,200
消耗器具備品費支出 1,861 1,855 △ 6 赤い羽根購入費 1,920
印刷製本費支出 4,300 3,967 △ 333 諸公告・広告料金 582
通信運搬費支出 3,629 3,434 △ 195
会議費支出 863 830 △ 33 242
広報費支出 13,138 12,946 △ 192 助成施設団体調査等 211
手数料支出 1,425 2,139 714 ホームページリニューアル 840
保険料支出 73 58 △ 15 資材等送料 538
賃借料支出 586 508 △ 78 支会募金推進・活動費 13,256
車輌費支出 710 603 △ 107 ほか
雑支出 70 68 △ 2

事務費支出 4,192 3,745 △ 447
福利厚生費支出 122 122 0 事務費支出の主なもの
旅費交通費支出 1,164 919 △ 245
研修研究費支出 63 35 △ 28 理事会・評議員会・監査等
事務消耗品費支出 162 147 △ 15 824
印刷製本費支出 401 294 △ 107 配分委員会 129
水道光熱費支出 272 255 △ 17 印刷費・消耗品等 441
通信運搬費支出 70 70 0 総合福祉会館使用料金
会議費支出 66 19 △ 47 764
手数料支出 287 290 3 事務機器リース料金 658
保険料支出 95 95 0 財務会計システムリース料金
賃借料支出 1,337 1,346 9 237
租税公課支出 6 6 0 自動車保険料金 95
渉外費支出 70 70 0
諸会費支出 4 4 0 ほか
雑支出 73 73 0

分担金支出 2,599 2,521 △ 78
分担金支出 2,599 2,521 △ 78

中央分担金支出 2,521 2,521 0
中央審査分担金支出 78 0 △ 78

67,230 66,699 △ 531
△ 66,651 △ 66,161 490

0 0 0
0 0 0
0 0 0

施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備　　考

平成２９年度会計　社会福祉事業区分　本部サービス区分　資金収支予算

NHK歳末たすけあい窓口
社会保険・労働保険料等

馬主財団業務交付金

茨城県補助金

全国開催　本会・支会職員研修費

中央共同募金会経費分担金
（特定・指定寄付金審査費用分担金）

（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日



勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備　　考

積立資産取崩収入 42,678 47,296 4,618
42,678 42,678 0

0 4,618 4,618
サービス区分間繰入金収入 62,759 56,716 △ 6,043

62,759 56,716 △ 6,043

105,437 104,012 △ 1,425
積立資産支出 42,678 42,678 0

運動準備積立資産支出 42,678 42,678 0
その他の活動による支出 1,233 1,258 25

1,233 1,258 25
43,911 43,936 25
61,526 60,076 △ 1,450

100 50
△ 5,225 △ 6,135 △ 910

5,225 6,135 910
0 0 0

予備費支出（１０） △ 50
当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動収入計（７）

支
出

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

寄付金サービス区分繰入金収入

退職手当積立基金預け金支出

運動準備積立資産取崩収入
運営安定資金積立資産取崩収入 運営安定資金積立資産の取崩し

全社協制度

運動準備積立資産の取崩し

運営費等繰入金 （ 内，特定・
指定寄付金審査手数料概算
収入は0円 ）

運動準備積立資産の積立て



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金収入 650,131 567,000 △ 83,131
一般募金収入 447,570 384,600 △ 62,970 概算実績額

法人募金以外の収入 401,123 343,800 △ 57,323 （平成30年1月～3月のテーマ型
法人募金の収入 46,447 40,800 △ 5,647 募金を含む）

191,654 173,500 △ 18,154 概算実績額
法人募金以外の収入 187,821 171,800 △ 16,021
法人募金の収入 3,833 1,700 △ 2,133

10,907 8,900 △ 2,007 概算実績額
法人募金以外の収入 10,580 7,900 △ 2,680
法人募金の収入 327 1,000 673

共同募金以外寄付金収入 299,598 2,010 △ 297,588
特定・指定寄付金収入 299,538 1,950 △ 297,588 概算寄付額
その他の寄付金収入 60 60 0 概算寄付額

受取利息配当金収入 16 6 △ 10
949,745 569,016 △ 380,729

共同募金配分金支出 581,291 496,717 △ 84,574

一般募金配分金支出 369,077 312,970 △ 56,107

概算配分額　　　　　　　312,970

(内訳)　県域団体・施設，市町村
社協へ　　　　　311,970
テーマ型募金による子ども関係
団体　　　　　　　1,000

201,952 173,500 △ 28,452
地域歳末たすけあい配分金支出 201,952 173,500 △ 28,452 概算配分額　市町村社協へ

10,262 10,247 △ 15 概算配分額　福祉施設利用者等へ

297,000 2,000 △ 295,000
296,950 1,950 △ 295,000 概算配分額

その他の寄付金配分金支出 50 50 0 概算配分額
緊急配分金支出 500 500 0 概算配分額

878,791 499,217 △ 379,574
70,954 69,799 △ 1,155

0 0 0
0 0 0
0 0 0

積立資産取崩収入 500 500 0
500 500 0 概算取崩額
500 500 0

サービス区分間繰入金支出 81,759 73,716 △ 8,043
62,759 56,716 △ 6,043 運営費等繰入金支出
19,000 17,000 △ 2,000 平成29年度災害等準備金
81,759 73,716 △ 8,043

△ 81,259 △ 73,216 8,043
0 0

△ 10,305 △ 3,417 6,888

10,305 3,417 △ 6,888
前期配分残高００    ００００００

一般募金配分金　　1,527
　ＮＨＫ歳末配分金　　1,890

0 0 0

予備費支出（１０） 0
当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）

　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動収入計（７）

支
出

その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

本部サービス区分繰入金支出
災害等準備金サービス区分繰入金支出

緊急配分金積立資産取崩収入

施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

地域歳末たすけあい配分金支出

NHK歳末たすけあい配分金支出

地域歳末たすけあい募金収入

NHK歳末たすけあい募金収入

共同募金以外寄付金配分金支出
特定・指定寄付金配分金支出

平成２９年度会計　社会福祉事業区分　寄付金サービス区分　資金収支予算

（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

0 0 0
共同募金配分金支出 0 1,896 1,896

一般募金配分金支出 0 1,896 1,896

（財源）積立てから３年が経過
した平成25年度災害等準備
金の取崩金

一般募金による配分のほか，
テーマ型募金による配分に充
当

災害等準備金配分金支出 3,500 4,730 1,230

区域内配分金支出 3,000 3,000 0
県内で発生した大規模災害
等に対する支援金

区域外配分金支出 500 1,730 1,230
県外で発生した大規模災害
等に対する支援金

3,500 6,626 3,126
△ 3,500 △ 6,626 △ 3,126

0 0 0
0 0 0
0 0 0

サービス区分間繰入金収入 19,000 17,000 △ 2,000

19,000 17,000 △ 2,000 平成29年度災害等準備金
19,000 17,000 △ 2,000

0 0 0
19,000 17,000 △ 2,000

0 0
15,500 10,374 △ 5,126

38,773 52,503 13,730

平成25年度積立分     　1,896
平成26年度積立分   　18,300
平成27年度積立分   　17,000
平成28年度積立分   　15,307

54,273 62,877 8,604

平成26年度積立分   　13,570
平成27年度積立分   　17,000
平成28年度積立分   　15,307
平成29年度積立分   　17,000

予備費支出（１０） 0
当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）

　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ
の
他
の
活
動
に
よ

る
収
支

収
入

その他の活動収入計（７）
支出 その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

寄付金サービス区分繰入金収入

施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収入 事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

平成２９年度会計　社会福祉事業区分　災害等準備金サービス区分　資金収支予算

（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日

勘定科目
前年度当初

予算額
当初予算額 増減 備考



社会福祉法人　茨城県共同募金会 （単位：千円）

共同募金以外寄付金収入 281 281 0

その他の寄付金収入 281 281 0 概算支援金収入（海外災害）

災害義援金収入 4,212 7,109 2,897

受入災害義援金収入 4,132 4,132 0 概算義援金収入（県内災害）

他県受入災害義援金収入 80 2,977 2,897 概算義援金収入（他県災害）

4,493 7,390 2,897
共同募金以外寄付金配分金支出 281 281 0

その他の寄付金配分金支出 281 281 0 概算支援金配分金（海外災害）

災害義援金支出 4,212 7,109 2,897

災害義援金配分金支出 4,132 4,132 0 概算義援金配分金（県内災害）

他県災害義援金送付金支出 80 2,977 2,897 概算義援金送付金（他県災害）

4,493 7,390 2,897
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

予備費支出（１０） 0
当期資金収支差額合計（１１）＝（３）+（６）+（９）-（１０）

　　前期末支払資金残高（１２）
　　当期末支払資金残高（１１）+（１２）

そ
の
他
の

活
動
に
よ

る
収
支

収入 その他の活動収入計（７）
支出 その他の活動支出計（８）
その他の活動資金収支差額（9）＝（7）-（8）

施
設
整
備

等
に
よ
る

収
支

収入 施設整備等収入計（４）
支出 施設整備等支出計（５）
施設整備等資金収支差額（６）＝（４）-（５）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業活動収入計（１）

支
出

事業活動支出計（２）
事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

平成２９年度会計　社会福祉事業区分　災害たすけあい義援金サービス区分　資金収支予算

（自）平成２９年４月１日　　　（至）平成３０年３月３１日

勘定科目
前年度当初
予算額

当初予算額 増減 備考


